　　　　　　　　　　　　　　

令和７年２月　日
居宅介護支援事業所　管理者　様

太田市長　清水　聖義　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(介護サービス課)

特定事業所集中減算に係る算定記録の提出（令和６年度後期分）について

　日ごろより介護保険行政の推進について御理解御協力を賜り深く感謝申し上げます。
　さて、居宅介護支援事業所における「特定事業所集中減算」の該当の有無については半期ごとに判定する必要があります。
　つきましては、令和６年９月～令和７年２月の居宅サービス計画に係る「居宅介護支援における特定事業所集中減算に係る算定記録」を作成するとともに、算定結果が８０％を超えた場合は、別紙「特定事業所集中減算に係る届出について」を参照の上、提出してください。
記
　１．提出書類　①「居宅介護支援における特定事業所集中減算に係る算定記録」
　　　　　　　　　※なお、算定結果が1件のみ100％である場合も提出は必要です。
　　　　　　　　②正当な理由がない場合は、集中減算の対象となるため、「介護給付費算定に係　　　　　　　　　　る体制等一覧表」及び「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」も提　　　　　　　　　   出してください（前回から引き続き減算になる場合を除く）。
③算定結果が８０％を超えた場合であって、正当な理由の番号が５に該　　　　　　　　　　　　 当する場合は「計算式」等の添付書類を併せて提出してください。
　２．提出先　　介護サービス課
３．提出期限　３月１７日（月）
　４．その他
  （１）指定居宅介護支援事業所は、中立公正性を確保し、実質的にサービス提供事業所から　　　　の独立性を確保した上で、支援サービスを行うことが必要とされています。
[bookmark: _GoBack]  （２）今回の判定による減算適用期間は、令和７年４月分～令和７年９月分となります。
　（３）届出が必要ない場合であっても、特定事業所集中減算に係る算定記録を必ず作成し、　　　　　　５年間保存してください。
（４）算定記録や計算式の様式及び記載例等は太田市ＨＰからダウンロードしてください。
　　　　（太田市ホームページトップ→「組織で探す」→健康医療部・介護サービス課
→ページ下部【居宅介護支援事業者向け】/特定事業所集中減算について）
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